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山口県 

・山口県立山口南総合支援学校（視聴知肢病） 

・山口県立宇部総合支援学校（視聴知肢病） 

 

1-1. 山口県特別支援学校技能検定における指導書や評価表等の作成・配布 

 山口県では、従来からキャリア教育のねらいの中に体験活動を重視している。中でも、「山

口県特別支援学校技能検定」（以下、「きらめき検定」）と称した、技能検定（全 1 級～10 級）

の取組に力を入れている。 

「きらめき検定」は、「喫茶サービス」「清掃」「介護（シーツセット）」「食品加工」「流通・

サービス」の計 5 部門設定されており、県内全 12 校の総合支援学校高等部の生徒を中心

に、各学校の強みを生かせる部門を主担当に任せ、「きらめき検定」に向けた取組を進めて

いる。それに伴い、検定の指導書（資料 1）や評価表（観点 5 で詳述）、指導用 DVD 等の

映像資料を作成し、県内総合支援学校の小学部・中学部及び小中学校の特別支援学級でも活

用できるように整備することで、教員の専門性の向上につながった。 

 

1-2. 各学校に対する新学習指導要領の留意事項の周知 

平成 29 年度には教育課程研究協議会や総合支援学校連絡協議会等、県教育委員会の指導

主事から、各学校の教務主任や進路担当の教員に対して、新学習指導要領の趣旨や各教科・

領域ごとの改訂のポイントを周知した。これらの協議会等を通じて、教務主任が知的障害教

育の各教科等の各段階の内容の系統性に着目した指導の連続性の重要性を理解し、小学部・

中学部段階から連続した早期からのキャリア教育の在り方について検討することができた。 

 

 

 

研究協力校（課程又は障害種） 

 

研究の成果 

 観点１： 

各モデル事業内、及び近隣自治体間における概念（用語）の共通理解・合意形成 
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資料 1 「きらめき検定」指導書 
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2. 地域と連携した社会に開かれた教育課程の検討 

 山口県では、後の観点でも詳述するように、「社会に開かれた教育課程」を検討すること

を大きな取組の 1 つとして掲げた。平成 29 年度には、観点 1 で述べた教育課程研究協議

会や総合支援学校連絡協議会等を通じて、各学校での教育課程の検討を進めてきた。教育課

程研究協議会を通じて、作業学習担当者が、社会の変化に対応して充実が必要な内容につい

て理解するとともに、「きらめき検定」を生かした作業学習の充実や、学部を越えた教育活

動の計画的な推進について検討することができた。 

また、総合支援学校連絡協議会を通じて、教務主任と作業学習担当者が合同で協議や情報

交換を行うことで、それぞれの学校の特色ある授業実践について互いに理解を深めること

ができた。このように、互いの学校の長所を知り特色を比べることで新しい価値を創造する

取組が生まれている。例えば、山口南総合支援学校の縫製作業で培った作業スキルやノウハ

ウを防府総合支援学校の「藍染め」作業と関連づけ、２校合作の藍染め帆布製品を作り出し

ている。こうした取組が刺激となり、それぞれの学校で教育課程の見直しや充実に向けて議

論が深まりつつある。 

 

3. 全総合支援学校へのコミュニティ・スクールの導入・整備 

 山口県は、従前から「地域教育力日本一」を標榜し、平成 28 年 4 月までに県内すべての

市町立小・中学校にコミュニティ・スクールを導入するとともに、平成 28 年 9 月より総合

支援学校に段階的に導入を進め、地域ネットワークの構築に尽力してきた。学校運営協議会

の委員数は各学校につき 12～13 名である。総合支援学校という特徴から、様々な地域か

ら児童生徒が通っている。そのため、各児童生徒が居住する地域に設定できているわけでは

ないが、逆にそうした学校的特性を生かすことで幅広い地域からの協力や支援を受けてい

る。 

 このようなコミュニティ・スクールの仕組みを生かして、「きらめき検定」の授業内容や

成果を活用している。具体的には、来校者への接客として湯茶の提供、近くの公共施設を利

用した、誰でも利用できるカフェの実施等、地域と連携を行いながら、学校内での学びを学

校内外で実践的に披露する場面を設定している。 

 

観点２： 

教育課程・個別の指導計画の実施状況とその評価 

観点 3： 

個のニーズにあわせた指導法、学習環境・支援の工夫 
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4. 地域等に密着した取組 

 コミュニティ・スクールの整備に見られ

るように、山口県では地域社会との結びつ

きを重視した実践がなされている。とりわ

け、ヒアリング時には地域を「知り」地域に

「知ってもらう」重要性が語られた。 

具体的には、山口県立宇部総合支援学校

において、学校がある地域の自治会の清掃

活動やショッピングモールでの販売活動、

地域の田植え等、地域に「出向く」活動を行

った（資料 2-1）。 

一方、文化祭で行うカフェのお客さんと

して地域住民を招いたり、地元の歴史の学

習（資料 2-2）や伝統工芸品（さをり織り）

（資料 2-3）を製作する際に地域の方に講

師を依頼したり、本校生徒が講師となって

地域住民といっしょにさをり織り体験をし

たりするなど、地域の方を「招く」活動を取

り入れている。こうした地域と連携した取

り組みは、研究協力校見学時にも行われて

おり、調査者が学校見学を行った際には地

域の水田に出向いて農業の作業学習を行っ

ている最中であった。 

このような取組を継続的に続けることで、

地域側から「管理のされていない道路等を

整備できないか」といった相談がくるよう

になり、道普請や溝普請、竹林の管理等を依

頼され、実施するようになった。 

 

 

 

 

 

観点４： 

障害のない幼児児童生徒・地域社会との交流及び共同学習の設定 

資料 2-1 田植え 

資料 2-2 地元の歴史を学ぶ 

資料 2-3 さをり織り 
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5-1. コミュニティ・スクールを活用した地域・第三者からの多面的な評価 

研究協力校では、学校運営協議会のメンバーを構成する経緯で、労働、福祉、地域、医療

の関係者に加え、保護者や学識経験者を意識的に選出し、多面的な評価につなげている。こ

れらの実践には、地域住民の協力を得なければ、学校教育は進んでいかないという意識が根

底にあることがヒアリング調査において語られた。年間複数回検討協議会を開き、地域と一

緒になって教育のブラッシュアップを図っている。 

 

5-2. 生徒自身による検定級の設定と達成段階を可視化する評価表 

 観点 1 で述べたように、本事業を通じて、「きらめき検定」の評価表（資料 3）を作成し

た。本評価表は、各生徒がそれぞれの「作業内容」について、「具体的な評価項目」を達成

できていたら、□にチェックが入り、全ての□にチェックが入ると、「評価」の欄に〇がつ

けられる。基本的には、この〇の数と作業にかかった時間を総合して何級に達しているかが

決定される。 

 また、本評価表の「受検者へのアドバイス」欄は審査員が記入し、すぐに各学校へ返却さ

れるため、即座に各学校で具体的な指導に活用することが可能となっている。さらに、受検

者である各生徒にも評価表を提示することで、自分がどこまで達成できており、何が課題で

あるのか自己理解を深めた。これらの達成段階や課題を教員と生徒が共有することで、「何

を、どのように学ぶか」が明確となり、生徒は意欲的、主体的に学習に取り組むようになっ

た。 

 これらの達成段階をもとに、生徒自身が受検したい部門や級を設定し、どうすれば達成で

きるか教員とともに考えながら学習に取り組んでいる。こうした取組が、新学習指導要領で

もキーワードの 1 つにもなっている「主体的・対話的で深い学び」の実践の成果につなが

ってきている。 

観点５： 

多面的な視点からの学習評価・授業評価・学校評価の実施 
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資料 3 「介護技能検定（シーツ回収）」評価表 


